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○
経
済
産
業
省
告
示
第
八
十
八
号

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
二
年
政
令
第
四
十
三
号
）
第
二
十
七
条
の
十
二
の
五
第
二
項
及
び
地
方
税
法
施
行
令

（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
二
百
四
十
五
号
）
附
則
第
六
条
の
二
第
五
項
に
規
定
す
る
事
業
上
の
関
係
者
と
の
関
係
の
構
築
の
方

針
の
公
表
及
び
届
出
に
係
る
手
続
を
次
の
よ
う
に
定
め
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

令
和
四
年
三
月
三
十
一
日

経
済
産
業
大
臣

萩
生
田
光
一

事
業
上
の
関
係
者
と
の
関
係
の
構
築
の
方
針
の
公
表
及
び
届
出
に
係
る
手
続
を
定
め
る
告
示

（
公
表
及
び
届
出
の
義
務
）

第
一
条

租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
四
十
二
条
の
十
二
の
五
第
一
項
又
は
地
方
税
法
（
昭
和

二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
附
則
第
九
条
第
十
三
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
で
あ
っ
て
、
当
該
法

人
の
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の
額
が
十
億
円
以
上
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
法
人
の
常
時
使
用
す
る
従
業
員
の
数
が
千
人
以

上
で
あ
る
も
の
（
以
下
「
法
人
」
と
い
う
。
）
は
、
様
式
第
一
に
従
い
、
厚
生
労
働
省
・
経
済
産
業
省
・
国
土
交
通
省
告
示

第
一
号
に
規
定
す
る
事
項
を
記
載
し
た
事
業
上
の
関
係
者
と
の
関
係
の
構
築
の
方
針
を
公
表
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
旨
を
経
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済
産
業
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
公
表
の
方
法
及
び
期
間
）

第
二
条

前
条
の
規
定
に
よ
る
公
表
は
、
当
該
法
人
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
す
る
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

２

前
条
の
規
定
に
よ
る
公
表
の
期
間
は
、
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
二
条
の
十
二
の
五
第
一
項
又
は
地
方
税
法
附
則
第
九
条

第
十
三
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
年
度
（
以
下
「
適
用
事
業
年
度
」
と
い
う
。
）
終
了
の
日
の
翌
日
か
ら

起
算
し
て
四
十
五
日
を
経
過
す
る
日
又
は
当
該
公
表
を
行
っ
た
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
経
過
す
る
日
の
う
ち
、
い
ず
れ
か

遅
い
日
ま
で
と
す
る
。

（
届
出
の
手
続
及
び
期
間
）

第
三
条

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
様
式
第
二
に
従
い
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
届
出
書
を
経
済
産
業
大
臣
に

提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

一

法
人
の
名
称
並
び
に
代
表
者
の
氏
名
及
び
住
所

二

適
用
事
業
年
度

三

事
業
上
の
関
係
者
と
の
関
係
の
構
築
の
方
針
の
公
表
日
及
び
当
該
公
表
に
係
る
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ド
レ
ス
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２

前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
適
用
事
業
年
度
終
了
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
四
十
五
日
を
経
過
す
る
日
ま
で
に
行
う

も
の
と
す
る
。

（
届
出
の
受
理
）

第
四
条

前
条
第
一
項
の
届
出
を
受
理
し
た
旨
の
通
知
は
、
様
式
第
三
に
よ
る
通
知
書
に
よ
っ
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２

経
済
産
業
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
行
っ
た
と
き
は
、
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
公
表
の
期
間
が
終
了
す

る
ま
で
の
間
、
届
出
書
に
記
載
さ
れ
た
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ド
レ
ス
に
事
業
上
の
関
係
者
と
の
関
係
の
構
築
の
方
針
の
公
表
が

行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
定
期
的
に
確
認
す
る
も
の
と
す
る
。

（
届
出
事
項
の
変
更
）

第
五
条

法
人
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
書
を
受
理
し
た
後
に
お
い
て
、
第
一
条
の
規
定
に
よ
り
公
表
し
た
事
業

上
の
関
係
者
と
の
関
係
の
構
築
の
方
針
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
又
は
第
三
条
第
一
項
に
掲
げ
る
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き

は
、
様
式
第
四
に
従
い
、
速
や
か
に
経
済
産
業
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
理
し
た
旨
の
通
知
は
、
様
式
第
三
に
よ
る
通
知
書
に
よ
っ
て
行
う
も
の
と
す
る
。



様式第一 

「マルチステークホルダー方針」 

当社は、企業経営において、株主にとどまらず、従業員、取引先、顧客、債権者、地域社

会をはじめとする多様なステークホルダーとの価値協創が重要となっていることを踏まえ、

マルチステークホルダーとの適切な協働に取り組んでまいります。その上で、価値協創や生

産性向上によって生み出された収益・成果について、マルチステークホルダーへの適切な分

配を行うことが、賃金引上げのモメンタムの維持や経済の持続的発展につながるという観点

から、従業員への還元や取引先への配慮が重要であることを踏まえ、以下の取組を進めてま

いります。 

記 

１．従業員への還元（必須記載） 

当社は、経営資源の成長分野への重点的な投入、従業員の能力開発やスキル向上等を通

じて、持続的な成長と生産性向上に取り組み、付加価値の最大化に注力します。その上

で、生み出した収益・成果に基づいて、「賃金決定の大原則」に則り、自社の状況を踏まえ

た適切な方法による賃金の引上げを行うとともに、それ以外の総合的な処遇改善として

も、従業員のエンゲージメント向上や更なる生産性の向上に資するよう、人材投資を中心

に積極的に取り組むことを通じて、従業員への持続的な還元を目指します。 

（個別項目） 

具体的には、賃金の引上げについて○○○○○○○○○○○○○○○に取り組むととも

に、人材投資について○○○○○○○○○○○○○○○に取り組んでまいります。 

２．取引先への配慮（必須記載） 

当社はパートナーシップ構築宣言の内容遵守に、引き続き、取り組んでまいります。 

パートナーシップ構築宣言の登録日 

【○年○月○日】 

パートナーシップ構築宣言のＵＲＬ 

【https://www.biz-partnership.jp/declaration/○○○○.pdf】 

３．その他のステークホルダーに関する取組（任意記載） 

当社は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○に取り組んでまいります。

これらの項目について、取組状況の確認を行いつつ、着実な取組を進めてまいります。 

以上 

令和 年 月 日 

法人名  役職・氏名（代表権を有する者） 
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記載要領（全て削除して使用のこと） 

1. 「柱書」は、記載の文章を参考にしつつ、統合報告書や企業行動指針等における記載を引用・活用するこ

とで、可能な限り、新たに文章を追加するなど自社の方針・取組に応じた記載とすること。ただし、下線

を付した用語は必ず盛り込むこと（公表時には下線は削除）。

2. 「１．従業員への還元（必須記載）」は、前段については、記載の文章を参考にしつつ、統合報告書や企業

行動指針等における記載を引用・活用することで、可能な限り、自社の方針・取組に応じた記載とするこ

と。ただし、下線を付した用語を必ず盛り込むこと（公表時には下線は削除）。後段の個別項目について

は、「賃金の引上げ」及び「人材投資」の項目について、必ず、自社の取組内容を具体的に記載した文章を

追加すること。

3. 「２．取引先への配慮（必須記載）」は、パートナーシップ構築宣言の登録日とＵＲＬを記載すること。

4. 「３．その他のステークホルダーに関する取組（任意記載）」は、その他のステークホルダーに関する取組

などがあれば、統合報告書や企業行動指針等における記載を引用・活用することで、可能な限り、自社の

取組内容を具体的に記載した文章を記載すること。

5. 「令和 年 月 日」は、マルチステークホルダー方針の公表日を記載すること。

備考（全て削除して使用のこと） 

1. この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

2. 文字はかい書で、インキ、タイプによる印字等により明確に記入すること。
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様式第二 

「マルチステークホルダー方針」の公表に係る事項の届出書 

経済産業大臣 殿 

令和 年 月 日 

令和四年経済産業省告示第八十八号第一条に基づき、「マルチステークホルダー方針」の

公表に係る事項について、下記のとおり届け出ます。 

届出者（氏名又は名称及び代表者の氏名） 

住 所 

１．届出者に係る情報 

法人名 

代表者氏名 

住所 

２．税制の適用に係る情報 

税制の適用を 

受けようとする事業年度 
令和 年 月 日から令和 年 月 日までの事業年度 

３．「マルチステークホルダー方針」の公表に係る情報 

公表日 令和 年 月 日 

公表ＵＲＬ 

備考（全て削除して使用のこと） 

1. この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

2. 文字はかい書で、インキ、タイプによる印字等により明確に記入すること。
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様式第三 

経 済 産 業 省 

文 書 番 号 

令和 年 月 日 

殿 

経済産業大臣 

「マルチステークホルダー方針」の公表に係る事項の届出書／変更届出書の受理（通知） 

令和 年 月 日付をもって届出がありました上記の件については、令和四年経済産業

省告示第八十八号第四条第一項／第五条第二項に基づき、下記のとおり届出書／変更届出書

を受理したので、通知します。 

１．届出者に係る情報 

法人名 

代表者氏名 

住所 

２．税制の適用に係る情報 

税制の適用を 

受けようとする事業年度 
令和 年 月 日から令和 年 月 日までの事業年度 

備考（全て削除して使用のこと） 

1. この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

2. 文字はかい書で、インキ、タイプによる印字等により明確に記入すること。
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様式第四 

「マルチステークホルダー方針」の公表に係る事項の変更届出書 

経済産業大臣 殿 

令和 年 月 日 

令和四年経済産業省告示第八十八号第五条第一項に基づき、「マルチステークホルダー方

針」の公表に係る事項について、下記のとおり変更したため、届け出ます。 

届出者（氏名又は名称及び代表者の氏名） 

住 所 

１．届出者に係る情報 

法人名 

代表者氏名 

住所 

２．変更の内容 

変更前の情報 

変更後の情報 

備考（全て削除して使用のこと） 

1. この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

2. 文字はかい書で、インキ、タイプによる印字等により明確に記入すること。

- 8 -


